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R22(2040)年目標人口：約66,000人
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産業フレームの算出方法について 

 

ア）将来（令和 22(2040)年）の市内総生産額※の目標額の設定：約 206,300 百万円（2,063 億円） 

・名古屋都市計画区域マスタープランにおける令和 12(2030)年の愛知県の産業規模（約 44.1 兆円）と現在（令和 3 年時点）の市内総生産額の県内シ

ェアから、目標値を設定（2030 年から 2040 年にかけての産業規模は横ばいで推移と想定） 

※市町村内総生産は、1 年間に市町村内の経済活動によって新たに生み出された付加価値の総額で、経済規模等が把握可能。 

 

イ）将来の敷地（商業用地＋工業用地）当りの市内総生産額の設定：約 898 百万円(9.0 億円)/ha 

・近年（平成 19、25、30 年）の敷地当り市内総生産額の推移から、対数近似により算出。 

 

ウ）市内総生産額の目標額を達成するために必要な敷地面積の算定（ア÷イ）：約 230ha 

 

 

以上より、令和 5(2023)年時点の市内の商業・工業用地面積は約 150ha（都市計画基礎調査より）※であることを踏まえると、今後本市において必要

となる商業・工業用地面積は約 80ha 程度と見込まれます。 

※令和 5(2023)年時点の市内の商業・工業用地面積は愛知県開発許可条例に基づく開発行為による整備済の工業用地を含んでおり、柿ノ木工業団地地区計画の区域内の工業用地は

未整備のため含まれていない。 
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